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創創刊刊22000000号号をを迎迎ええるる
昭和36年7月5日創刊から55年半の歳月を経て

全
国
市
議
会
旬
報
は
、
昭

和
36
年
7
月
5
日
創
刊
以
来
、

現
在
で
は
、
1
万
9
0
0
0

人
余
の
市
区
議
会
議
員
の
方

々
の
機
関
紙
と
し
て
、
皆
様

一
人
一
人
に
お
送
り
し
て
ま

い
り
ま
し
た
が
、
こ
の
平
成

29
年
1
月
15
日
号
で
第
2
0

0
0
号
を
迎
え
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

本
紙
の
発
行
を
継
続
し
て

こ
ら
れ
ま
し
た
の
も
、
ひ
と

え
に
、
全
国
の
8
1
4
市
区

の
議
長
を
は
じ
め
、
議
員
、

議
会
事
務
局
の
方
々
の
ご
愛

読
、
ご
支
援
、
ご
高
配
の
た

ま
も
の
と
深
く
感
謝
し
て
お

り
ま
す
。

2
0
0
0
号
を
契
機
に
、

皆
様
方
の
お
役
に
立
つ
情
報

提
供
の
た
め
、
一
層
の
紙
面

の
充
実
に
向
け
、
努
力
を
重

ね
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
ご

愛
読
く
だ
さ
る
よ
う
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
と
と
も
に
、

今
後
と
も
変
わ
ら
ぬ
ご
指
導
、

ご
協
力
の
ほ
ど
、
よ
ろ
し
く

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

昭
和
36
年
7
月
に
全
国
市
議
会

議
長
会
の
機
関
紙
と
し
て
創
刊
し

た
「
全
国
市
議
会
旬
報
」
が
、
本

号
を
も
っ
て
第
2
0
0
0
号
を
迎

え
ま
し
た
。
創
刊
以
来
55
年
と
半

年
の
間
、
紙
面
の
改
善
・
充
実
に

努
め
今
日
に
至
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
れ
も
ひ
と
え
に
、
全
国
の
皆

様
の
日
頃
か
ら
の
温
か
い
ご
指

導
、
ご
協
力
の
た
ま
も
の
と
深

く
感
謝
を
申
し
上
げ
る
次
第
で

あ
り
ま
す
。

第
1
号
が
発
刊
さ
れ
た
昭
和

30
年
代
は
、
岩
戸
景
気
に
代
表

さ
れ
る
よ
う
に
わ
が
国
の
高
度
成

長
期
で
あ
り
、
人
口
や
産
業
の
都

市
集
中
が
進
ん
だ
時
期
で
も
あ
り

ま
し
た
。
都
市
行
政
が
幾
多
の
難

問
を
抱
え
る
中
、
各
都
市
に
共
通

す
る
問
題
を
掲
載
し
、
議
員
活
動

の
一
助
と
な
る
機
関
紙
を
と
の
声

が
高
ま
り
、
発
刊
さ
れ
た
と
伺
っ

て
お
り
ま
す
。

現
在
は
、
地
方
財
政
の
財
源
が

大
幅
に
不
足
す
る
中
、
社
会
保
障

関
係
費
の
増
大
や
地
域
の
防
災
・

安
全
対
策
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、

地
方
税
、
地
方
交
付
税
等
の
一
般

財
源
総
額
の
充
実
確
保
が
重
要
と

な
っ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
東
京

一
極
集
中
の
是
正
を
図
り
、
人
口

減
少
に
歯
止
め
を
か
け
、
わ
が
国

が
将
来
に
わ
た
り
活
力
あ
る
社
会

を
維
持
し
て
い
く
た
め
、
地
方
創

生
が
推
進
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
さ

ら
に
は
、
地
方
分
権
改
革
が
進
展

す
る
中
、
二
元
代
表
制
の
下
、
執

行
機
関
に
対
す
る
監
視
機
能
や
政

策
提
言
な
ど
、
地
方
議
会
が
果
た

す
役
割
は
ま
す
ま
す
重
要
に
な
っ

て
お
り
、
引
き
続
き
議
会
機
能
の

充
実
強
化
が
必
要
で
あ
る
と
考
え

て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
幅
広
い
層
か
ら
の
政
治

参
加
、
地
方
議
会
に
お
け
る
人
材

確
保
の
観
点
か
ら
、
地
方
議
会
議

員
の
厚
生
年
金
加
入
に
向
け
た
法

整
備
の
早
急
な
実
現
が
必
要
で
あ

り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
全
国
市
議
会
議

長
会
と
し
て
も
そ
の
役
割
と
期
待

を
肝
に
銘
じ
、
皆
様
の
ご
期
待
に

応
え
る
よ
う
関
係
者
一
同
一
層
の

努
力
を
い
た
す
所
存
で
あ
り
ま
す
。

結
び
に
、
各
市
、
各
市
議
会
の

ま
す
ま
す
の
ご
発
展
、
皆
様
方
の

ご
健
勝
と
ご
活
躍
を
心
か
ら
ご
祈

念
申
し
上
げ
、
2
0
0
0
号
を
迎

え
て
の
挨
拶
に
代
え
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

第2000号1月15日平成２9年
（２０１7年）

全
国
市
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長
会
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長
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下
勝
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市
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会
議
長
）
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国
と
地
方
の
協
議
の
場
（
平
成

28
年
度
第
3
回
）
が
28
年
12
月
19

日
、
首
相
官
邸
で
開
か
れ
、
永
田

雅
紀
副
会
長（
広
島
市
議
会
議
長
）

ら
地
方
六
団
体
の
各
代
表
が
出
席

し
た
。

協
議
事
項
は
①
平
成
29
年
度
予

算
編
成
及
び
地
方
財
政
対
策
②
地

方
創
生
及
び
地
方
分
権
改
革
の
推

進
―
に
つ
い
て
。

①
平
成
29
年
度
予
算
編
成
及
び

地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
で
は
、

地
方
六
団
体
の
各
代
表
が
そ
れ
ぞ

れ
発
言
。
永
田
副
会
長
か
ら
は
、

一
般
財
源
総
額
の
確
保
、
財
源
不

足
が
生
じ
た
場
合
の
地
方
交
付
税

の
法
定
率
引
き
上
げ
に
よ
る
対
応
、

国
民
健
康
保
険
制
度
の
安
定
的
運

営
、
震
災
被
害
か
ら
の
復
旧
・
復

興
な
ど
に
つ
い
て
、発
言
し
た（
発

言
内
容
は
下
掲
）
。
意
見
交
換
で

は
、
高
市
早
苗
・
総
務
大
臣
か
ら

「
29
年
度
の
地
方
財
政
対
策
に
つ

い
て
、
28
年
度
を
上
回
る
一
般
財

源
総
額
を
確
保
し
た
い
」
と
し
、

「
永
田
副
会
長
か
ら
法
定
率
引
き

上
げ
の
提
言
が
あ
っ
た
が
、
ま
さ

に
正
論
で
あ
り
、
引
き
続
き
チ
ャ

レ
ン
ジ
を
続
け
る
」
な
ど
の
発
言

が
あ
っ
た
。

②
地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改

革
の
推
進
に
つ
い
て
で
は
、
山
本

幸
三
・
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
地
方
創
生
）
の
説
明
の
後
、
意

見
交
換
に
入
り
、
地
方
六
団
体
の

各
代
表
、
山
本
大
臣
、
高
市
大
臣

が
発
言
。
永
田
副
会
長
か
ら
は
、

地
方
創
生
に
関
し
、
広
島
市
の
取

り
組
み
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
事
業
費
の
安
定
的
確
保
、
子

ど
も
の
医
療
費
助
成
に
係
る
国
庫

負
担
の
減
額
調
整
措
置
な
ど
、
地

方
分
権
改
革
に
関
し
、
地
方
の
提

案
事
項
の
実
現
に
つ
い
て
、
発
言

し
た
（
発
言
内
容
は
2
面
下
か
ら

3
面
に
か
け
掲
載
）
。
山
本
大
臣

か
ら
「
問
題

意
識
は
全
く

同
じ
。
特
に

交
付
金
の
総

額
確
保
、
弾
力
化
は
全
力
を
挙
げ

て
、
頑
張
っ
て
い
く
」
な
ど
の
発

言
が
あ
っ
た
。
高
市
大
臣
か
ら
は

「
子
ど
も
の
医
療
費
助
成
に
係
る

国
庫
負
担
の
減
額
調
整
措
置
に
つ

い
て
、
永
田
副
会
長
か
ら
話
が
あ

っ
た
が
、
引
き
続
き
し
っ
か
り
と

フ
ォ
ロ
ー
し
た
い
」
な
ど
の
発
言

が
あ
っ
た
。

最
後
に
、
安
倍
晋
三
・
内
閣
総

理
大
臣
、
山
田
啓
二
・
全
国
知
事

会
会
長
（
京
都
府
知
事
）
か
ら
挨

拶
が
あ
っ
た
。
安
倍
総
理
か
ら
は

「
地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、
情
報

面
、
人
材
面
、
財
政
面
か
ら
引
き

続
き
、
積
極
的
に
支
援
す
る
。
地

方
分
権
改
革
に
つ
い
て
は
、
引
き

続
き
力
強
く
着
実
に
改
革
を
推
進

す
る
」
と
し
、
「
『
地
方
の
活
力

な
く
し
て
、
日
本
の
活
力
な
し
』
、

『
地
方
の
未
来
を
切
り
拓
い
て
い

く
こ
と
な
く
し
て
、
日
本
の
未
来

は
な
い
』
と
の
考
え
方
に
立
ち
、

地
方
の
声
に
徹
底
し
て
耳
を
傾
け

る
姿
勢
で
、
意
見
を
し
っ
か
り
と

受
け
止
め
、
政
策
を
進
め
る
」
な

ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。
山
田
会
長

か
ら
「
地
方
が
日
本
の
未
来
の
た

め
に
全
力
を
尽
く
し
、
こ
れ
か
ら

も
国
と
一
体
と
な
っ
て
活
動
で
き

る
よ
う
に
、
地
方
の
声
に
耳
を
傾

け
、
引
き
続
き
の
配
慮
を
お
願
い

す
る
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。

な
お
、
地
方
六
団
体
は
①
平
成

29
年
度
予
算
・
地
方
財
政
対
策
等

に
つ
い
て
（
ポ
イ
ン
ト
）
②
平
成

29
年
度
予
算
・
地
方
財
政
対
策
等

に
つ
い
て
③
地
方
創
生
の
本
格
実

現
に
向
け
て
（
ポ
イ
ン
ト
）
④
地

方
創
生
、
地
方
分
権
改
革
の
推
進

に
つ
い
て
―
の
各
文
書
を
資
料
と

し
て
、
あ
ら
か
じ
め
提
出
し
て
い

る
（
①
・
③
に
つ
い
て
は
3
面
に

掲
載
）
。
地
方
六
団
体
提
出
資
料

な
ど
、
当
日
の
会
議
資
料
は
内
閣

官
房
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp
:
/

/w
w
w
.cas.g

o
.jp
/jp
/se
i

sak
u
/k
y
ou
g
in
oba
/

）
に
掲

載
さ
れ
て
い
る
。
後
日
、
国
会
報

告
と
議
事
録
も
掲
載
さ
れ
る
。

※※
永永
田田
副副
会会
長長
発発
言言
内内
容容

①
平
成
29
年
度
予
算
編
成
及
び
地

方
財
政
対
策

一
般
財
源
総
額
の
確
保
に
つ
い

て
。
29
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ

い
て
は
、
社
会
保
障
関
係
費
の
増

大
や
地
域
の
防
災
・
安
全
対
策
な

ど
に
的
確
に
対
応
さ
れ
た
い
。
箱

物
資
産
の
更
新
等
に
も
考
慮
し
、

地
方
一
般
財
源
総
額
の
充
実
確
保

を
ぜ
ひ
お
願
い
す
る
。
財
源
不
足

が
生
じ
た
と
き
は
、
臨
時
財
政
対

策
債
の
発
行
で
は
な
く
、
地
方
交

付
税
の
法
定
率
の
引
き
上
げ
で
対

応
さ
れ
た
い
。
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー

方
式
を
含
む
地
方
の
歳
入
歳
出
の

効
率
化
に
つ
い
て
議
論
す
る
場
合
、

条
件
不
利
地
域
な
ど
地
方
の
実
情

に
十
分
配
慮
し
、
地
方
交
付
税
の

財
源
保
障
機
能
を
損
な
わ
な
い
よ

う
お
願
い
す
る
。

国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て
。

非
常
に
厳
し
い
財
政
運
営
を
強
い

ら
れ
て
い
る
国
保
制
度
の
現
状
を

踏
ま
え
、
国
保
へ
の
財
政
支
援
に

つ
い
て
は
、
国
と
地
方
と
の
約
束

を
守
り
、
所
要
額
を
確
保
さ
れ
た

い
。震

災
被
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興

に
つ
い
て
。
28
年
に
発
生
し
た
熊

本
地
震
、
鳥
取
県
中
部
地
震
に
つ

い
て
は
、
過
去
の
震
災
被
害
の
経

験
を
踏
ま
え
、
さ
ま
ざ
ま
な
対
応

が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
被
災
地
の

早
期
復
旧
・
復
興
の
実
現
に
向
け

た
取
り
組
み
を
さ
ら
に
強
化
・
加

速
さ
れ
た
い
。
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
旧
・
復
興
に
つ
い
て
は
、

新
た
な
「
復
興
・
創
生
期
間
」
の

枠
組
み
に
お
い
て
も
、
復
興
の
進

捗
に
遅
れ
が
生
じ
な
い
よ
う
、
被

災
地
の
要
望
を
よ
り
一
層
丁
寧
に

酌
み
取
り
、
さ
ら
に
万
全
の
措
置

を
講
じ
る
よ
う
お
願
い
す
る
。

②
地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改
革

の
推
進

地
方
創
生
に
つ
い
て
。
広
島
市

で
は
、
国
の
連
携
中
枢
都
市
圏
制

度
を
活
用
し
て
、
構
成
市
町
24
、

圏
域
人
口
約
2
3
2
万
人
と
な
る

「
広
島
広
域
都
市
圏
発
展
ビ
ジ
ョ

ン
」
を
策
定
し
、
地
方
創
生
の
取

り
組
み
を
本
格
的
に
ス
タ
ー
ト
さ

せ
た
。
28
年
は
オ
バ
マ
大
統
領
の

広
島
訪
問
、
25
年
ぶ
り
の
広
島
東

洋
カ
ー
プ
の
セ
・
リ
ー
グ
優
勝
で

追
い
風
に
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し

た
流
れ
を
力
に
し
て
、
圏
域
内
人

口
2
0
0
万
人
超
の
維
持
を
目
指

す
「
2
0
0
万
人
広
島
都
市
圏
構

想
」
の
実
現
に
力
を
注
い
で
い
る
。

こ
の
よ
う
に
地
方
が
自
主
性
・

主
体
性
を
最
大
限
発
揮
し
て
継
続

的
に
地
方
創
生
に
取
り
組
め
る
よ

う
、
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費

の
安
定
的
確
保
を
お
願
い
す
る
。

地
方
創
生
推
進
交
付
金
、
地
方

創
生
拠
点
整
備
交
付
金
に
つ
い
て

は
、
地
方
の
要
望
等
を
十
分
踏
ま

え
、
よ
り
使
い
勝
手
の
よ
い
も
の

と
し
、
地
方
創
生
関
連
補
助
金
等

に
つ
い
て
も
、
新
た
な
発
想
や
創

意
工
夫
が
活
か
せ
る
よ
う
要
件
を

緩
和
す
る
な
ど
弾
力
的
な
取
扱
い

を
お
願
い
す
る
。

子
ど
も
の
医
療
費
助
成
に
係
る

国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担
減
額

調
整
措
置
に
つ
い
て
。
未
就
学
児

ま
で
が
対
象
で
、
30
年
度
か
ら
の

廃
止
に
感
謝
す
る
が
、
対
象
年
齢

【
3
面
へ
続
く
】

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
のの
場場
がが
開開
催催
28年度
第3回

協議の場の模様
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【
2
面
か
ら
続
く
】

総
務
大
臣
・
地
方
六
団
体
会
合

が
28
年
12
月
19
日
、
総
務
省
で
開

か
れ
、
永
田
雅
紀
副
会
長
（
広
島

市
議
会
議
長
）
ら
地
方
六
団
体
の

各
代
表
が
出
席
し
、
高
市
早
苗
・

総
務
大
臣
と
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

は
じ
め
に
、高
市
大
臣
か
ら「
日

本
再
生
の
鍵
は
地
方
経
済
に
あ
る
。

財
務
大
臣
と
の
折
衝
で
は
、
地
方

が
自
由
に
使
え
る
財
源
の
確
保
、

概
算
要
求
時
点
で
大
変
厳
し
い
状

況
で
あ
っ
た
地
方
交
付
税
の
減
額

と
臨
時
財
政
対
策
債
の
増
額
を
で

き
る
限
り
抑
制
す
る
」
な
ど
の
挨

拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、
地
方
六

団
体
を
代
表
し
、
山
田
啓
二
・
全

国
知
事
会
長
（
京
都
府
知
事
）
か

ら
「
安
倍
内
閣
の
三
本
の
矢
、
新

三
本
の
矢
の
全
て
の
鍵
は
地
方
が

握
っ
て
い
る
。
日
本
再
生
の
た
め

に
も
、
ぜ
ひ
と
も
力
を
も
ら
い
た

い
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。

意
見
交
換
で
は
、
地
方
六
団
体

の
各
代
表
が
そ
れ
ぞ
れ
発
言
し
た
。

永
田
副
会
長
か
ら
は
、
地
方
財
政

対
策
、
地
方
創
生
、
震
災
被
害
か

ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
に
つ
い
て

発
言
し
た
（
発
言
内
容
は
下
掲
）
。

な
お
、
会
合
に
は
、
原
田
憲
治

・
総
務
副
大
臣
、
あ
か
ま
二
郎
・

同
、
金
子
め
ぐ
み
・
総
務
大
臣
政

務
官
、
冨
樫
博
之
・
同
、
島
田
三

郎
・
同
が
出
席
し
て
い
る
。

※※
永永
田田
副副
会会
長長
発発
言言
内内
容容

29
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い

て
は
、
社
会
保
障
関
係
費
の
増
大

や
地
域
の
防
災
・
安
全
対
策
な
ど

に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
の
地
方

一
般
財
源
総
額
の
充
実
確
保
、
財

源
不
足
が
生
じ
た
場
合
は
、
地
方

交
付
税
の
法
定
率
の
引
き
上
げ
で

対
応
さ
れ
た
い
。
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ

ー
方
式
を
含
む
地
方
の
歳
入
歳
出

の
効
率
化
を
議
論
す
る
場
合
、
交

付
税
の
本
来
の
あ
り
方
を
踏
ま
え
、

財
源
保
障
機
能
を
損
な
わ
な
い
よ

う
お
願
い
す
る
。

地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、
地
方

議
会
と
し
て
も
、
執
行
機
関
と
連

携
し
な
が
ら
、
施
策
の
展
開
に
取

り
組
ん
で
お
り
、
「
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
の
安
定

的
確
保
を
お
願
い
す
る
。

震
災
被
害
か
ら
の
早
期
復
旧
・

復
興
に
つ
い
て
。
熊
本
地
震
、
鳥

取
県
中
部
地
震
被
害
に
つ
い
て
、

過
去
の
経
験
を
踏
ま
え
た
対
応
の

さ
ら
な
る
強
化
・
加
速
を
、
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
つ
い
て
、

進
捗
に
遅
れ
が
生
じ
な
い
よ
う
、

さ
ら
な
る
万
全
の
措
置
を
お
願
い

す
る
。

の
引
き
上
げ
や
、
全
国
統
一
の
子

供
の
医
療
費
無
料
化
制
度
の
創
設

な
ど
、
さ
ら
な
る
拡
充
措
置
を
お

願
い
す
る
。

地
方
分
権
改
革
に
つ
い
て
。
各

大
臣
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
発
揮

に
よ
り
、
か
な
り
実
現
さ
れ
て
い

る
が
、
で
き
る
限
り
多
く
の
地
方

の
提
案
の
実
現
を
図
る
よ
う
お
願

い
す
る
。

平平
成成
2299
年年
度度
予予
算算
・・
地地
方方
財財
政政

対対
策策
等等
にに
つつ
いい
てて（（
ポポ
イイ
ンン
トト
））

1
、
国
民
健
康
保
険
へ
の
財
政
支

援
拡
充
の
確
実
な
実
施
（
▽
国

民
健
康
保
険
制
度
改
革
の
実
現

に
当
た
っ
て
、
国
民
健
康
保
険

の
都
道
府
県
単
位
化
の
前
提
と

し
て
約
束
さ
れ
た
財
政
支
援
の

拡
充
を
確
実
に
行
う
こ
と
）

2
、
地
方
の
安
定
的
な
財
政
運
営

の
確
保
（
▽
地
方
の
安
定
的
な

財
政
運
営
に
必
要
な
一
般
財
源

総
額
確
保
▽
臨
時
財
政
対
策
債

の
縮
減
。
そ
の
償
還
財
源
を
確

実
に
確
保
▽
地
方
交
付
税
の
ト

ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
に
つ
い
て
、

交
付
税
の
財
源
保
障
機
能
が
損

な
わ
れ
な
い
よ
う
慎
重
な
対

応
）

3
、
国
民
の
命
を
守
る
防
災
・
減

災
対
策
の
推
進
（
▽
国
民
の
生

命
・
財
産
を
守
る
災
害
対
策
に

十
分
な
予
算
確
保
▽
緊
急
防
災

・
減
災
事
業
債
の
継
続
・
拡
充

な
ど
、
対
策
を
加
速
す
る
財
源

の
確
保
）

4
、
国
民
の
生
活
を
守
る
社
会
保

障
の
基
盤
づ
く
り
（
▽
子
ど
も

の
貧
困
対
策
の
更
な
る
充
実
・

強
化
（
ひ
と
り
親
家
庭
支
援
拡

充
、
公
私
間
格
差
是
正
等
）
▽

保
育
の
受
皿
50
万
人
分
の
確
保
、

保
育
士
や
介
護
職
員
の
処
遇
改

善
な
ど
に
必
要
な
地
方
財
源
を

確
保
▽
介
護
保
険
制
度
に
つ
い

て
、
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
強

化
の
1
4
0
0
億
円
を
確
保
）

5
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
成
功
に
導

く
地
域
経
済
対
策
の
推
進
（
▽

地
域
経
済
対
策
等
に
係
る
歳
出

特
別
枠
の
実
質
的
な
確
保
）

地地
方方
創創
生生
のの
本本
格格
実実
現現
にに
向向
けけ

てて
（（
ポポ
イイ
ンン
トト
））

1
、
地
方
創
生
に
必
要
な
財
源
の

確
保
（
▽
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
事
業
費
の
拡
充
・
継
続

▽
地
方
創
生
推
進
交
付
金
・
地

方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金
等
の

拡
充
及
び
弾
力
的
な
運
用
）

2
、
東
京
一
極
集
中
の
是
正
（
▽

地
方
大
学
の
振
興
等
（
▼
地
方

大
学
の
振
興
及
び
運
営
基
盤
の

充
実
、
大
学
の
東
京
一
極
集
中

の
是
正
▼
地
方
の
担
い
手
の
育

成
・
確
保
▼
立
法
措
置
に
よ
る

東
京
一
極
集
中
の
是
正
）
▽
政

府
関
係
機
関
の
地
方
移
転
（
▼

政
府
関
係
機
関
移
転
基
本
方
針

の
完
全
実
現
）
）

3
、
地
方
創
生
回
廊
の
整
備
と
強

靱
な
国
土
づ
く
り
（
▽
「
地
方

創
生
回
廊
」
の
早
期
完
備
▽
公

共
イ
ン
フ
ラ
の
地
域
間
格
差
是

正
と
強
靱
な
国
土
づ
く
り
）

4
、
速
や
か
に
実
行
す
べ
き
累
次

の
地
方
創
生
推
進
施
策
（
▽
少

子
化
対
策
の
抜
本
強
化
等
（
▼

国
保
の
国
庫
負
担
減
額
調
整
措

置
の
早
急
な
廃
止
、
国
に
よ
る

医
療
費
助
成
制
度
の
創
設
▼
段

階
的
な
幼
児
教
育
・
保
育
料
無

償
化
、
無
利
子
奨
学
金
の
充
実

等
▼
保
育
士
の
処
遇
改
善
等
に

よ
る
人
材
の
確
保
や
受
皿
拡
大

等
に
よ
る
待
機
児
童
解
消
対
策

の
強
化
）
▽
超
高
齢
社
会
へ
の

対
応
（
▼
介
護
職
員
の
処
遇
改

善
、
外
国
人
を
含
む
多
様
な
介

護
人
材
の
確
保
）
▽
地
域
経
済

対
策
の
推
進
（
▼
地
方
へ
の
企

業
移
転
促
進
や
新
分
野
の
企
業

支
援
強
化
、
農
林
水
産
業
や
農

山
漁
村
の
再
生
▼
働
き
方
改
革

の
実
現
に
よ
る
雇
用
の
創
出
や

雇
用
環
境
の
改
善
、
女
性
の
活

躍
推
進
）
▽
地
域
資
源
の
国
内

外
へ
の
発
信
（
▼
東
京
五
輪
に

向
け
た
地
方
の
取
組
、
訪
日
外

国
人
旅
行
者
に
対
す
る
取
組
の

支
援
）
）

総総
務務
大大
臣臣
・・
地地
方方
六六
団団
体体
会会
合合
がが
開開
催催

会合の模様

挨拶する高市大臣

発言する永田副会長
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政
府
は
28
年
12
月
22
日
の
繰
上

げ
閣
議
で
「
平
成
29
年
度
税
制
改

正
の
大
綱
」
を
決
定
し
た
。

大
綱
の
う
ち
、
第
1
0
1
回
評

議
員
会
で
決
定
し
た
「
地
方
税
財

源
の
充
実
確
保
に
関
す
る
決
議
」

に
関
す
る
事
項
（
①
固
定
資
産
税

②
車
体
課
税
③
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

④
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
財

源
の
確
保
）
に
つ
い
て
掲
載
す
る
。

な
お
、
与
党
（
自
由
民
主
党
と

公
明
党
）
の
「
平
成
29
年
度
税
制

改
正
大
綱
」
（
12
月
8
決
定
）
に

つ
い
て
は
、
本
紙
1
9
9
8
号
8

面
参
照
。

①
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、

28
年
度
税
制
改
正
で
創
設
さ
れ
た

機
械
・
装
置
対
象
の
特
例
措
置

（
3
年
間
の
時
限
措
置
）に
つ
い
て
、

地
域
・
業
種
を
限
定
し
た
上
で
、

そ
の
対
象
に
一
定
の
工
具
、
器
具

・
備
品
等
な
ど
追
加
し
た
。
追
加

に
よ
る
減
収
規
模
は
平
年
度
で
59

億
円
。
与
党
大
綱
で
は
、
こ
の
ほ

か
、
特
例
措
置
は
期
限
の
到
来
を

も
っ
て
終
了
す
る
と
し
、
償
却
資

産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
制
度

は
堅
持
す
る
と
明
記
し
て
い
た
。

②
車
体
課
税
に
つ
い
て
。
自
動

車
重
量
税
の
エ
コ
カ
ー
減
税
は
、

対
象
を
段
階
的
に
厳
格
化
し
、
2

年
間
延
長
す
る
。
軽
自
動
車
税
の

グ
リ
ー
ン
化
特
例
は
、
対
象
を
32

年
度
燃
費
基
準
よ
り
10
％
以
上
燃

費
性
能
が
良
い
自
動
車
に
絞
り
、

2
年
間
延
長
す
る
。
与
党
大
綱
で

は
、
こ
の
ほ
か
、
31
年
度
税
制
改

正
ま
で
に
安
定
的
な
財
源
を
確
保

し
、
地
方
財
政
に
影
響
を
与
え
な

い
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
自
動
車
の

保
有
に
係
る
税
負
担
の
軽
減
に
関

し
総
合
的
な
検
討
を
行
い
、
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
と
し
て
い
た
。

③
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て

は
、
政
府
大
綱
に
記
載
は
な
い
。

与
党
大
綱
で
は
、
「
今
後
長
期
的

に
検
討
す
る
」
と
し
て
お
り
、
現

行
制
度
が
堅
持
さ
れ
た
。
な
お
、

税
収
は
、
26
年
度
決
算
で
4
7
9

億
円
（
う
ち
市
町
村
へ
の
交
付
金

額
は
3
3
1
億
円
）
で
あ
り
、
ゴ

ル
フ
場
所
在
市
町
村
の
貴
重
な
税

財
源
と
な
っ
て
い
る
。

④
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る

財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
政
府

大
綱
に
記
載
は
な
い
。
与
党
大
綱

で
は
、
市
町
村
が
実
施
す
る
森
林

整
備
な
ど
に
必
要
な
財
源
に
充
て

る
た
め
、
森
林
環
境
税
（
仮
称
）

の
創
設
に
向
け
て
、
地
方
公
共
団

体
の
意
見
も
踏
ま
え
、
具
体
的
な

仕
組
み
な
ど
を
総
合
的
に
検
討
し
、

30
年
度
税
制
改
正
で
結
論
を
得
る

と
し
て
い
た
。
森
林
吸
収
源
及
び

地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す

る
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
17

年
度
以
後
、
毎
年
度
、
検
討
事
項

に
記
述
が
あ
る
。

な
お
、
政
府
大
綱
は
、
財
務
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（h
ttp
:
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w
.m
o
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o
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/ta
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o
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c
y
/ta
x
_
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/
o
u
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e
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）
に
掲
載
し
て
い
る
。

29
年
度
予
算
案
が
閣
議
決
定

政
府
は
28
年
12
月
22
日
、
繰
上

げ
閣
議
で
平
成
29
年
度
予
算
案
を

決
定
し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
、
過
去
最

大
の
97
兆
4
5
4
7
億
円
（
前
年

度
比
0
・
8
％
増
）。主
な
歳
入
で

あ
る
税
収
は
57
兆
7
1
2
0
億
円
。

28
年
度
よ
り
1
0
8
0
億
円
増

（
0
・
2
％
増
）
を
見
込
む
。

予
算
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
経
済
再

生
と
財
政
健
全
化
の
両
立
を
実
現

す
る
予
算
。

経
済
再
生
で
は
、
①
誰
も
が
活

躍
で
き
る
一
億
総
活
躍
社
会
を
実

現
し
、
成
長
と
分
配
の
好
循
環
を

強
化
②
経
済
再
生
に
直
結
す
る
取

組
を
推
進
③
働
き
方
改
革
を
推
進

―
を
掲
げ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、

①
で
は
、
▽
保
育
士
・
介
護
人
材

等
の
処
遇
改
善
▽
待
機
児
童
解
消

加
速
化
プ
ラ
ン
に
沿
っ
た
保
育
の

受
け
皿
拡
大
▽
給
付
型
奨
学
金
の

創
設
―
な
ど
を
行
う
。

財
政
健
全
化
で
は
、
①
一
般
歳

出
の
伸
び
を
経
済
・
財
政
再
生
計

画
の
目
安
（
3
年
間
（
28
〜
30
年

度
）
で
1
・
6
兆
円
程
度
）
を
達

成
②
社
会
保
障
関
係
費
の
伸
び
も

目
安
（
3
年
間
で
1
・
5
兆
円
程

度
）
に
沿
っ
て
抑
制
③
国
債
発
行

額
を
引
き
続
き
縮
減
―
を
掲
げ
て

い
る
。

①
一
般
歳
出
は
、
28
年
度
よ
り

5
3
0
5
億
円
増（
0
・
9
％
増
）

の
58
兆
3
5
9
1
億
円
と
な
り
、

目
安
を
達
成
し
て
い
る
。

②
社
会
保
障
関
係
費
は
、
一
般

歳
出
で
最
大
の
経
費
で
あ
る
が
、

28
年
度
よ
り
4
9
9
7
億
円
増

（
1
・
6
％
増
）
の
32
兆
4
7
3

5
億
円
と
な
り
、
抑
制
し
て
い
る
。

③
公
債
金
は
28
年
度
よ
り
6
2

2
億
円
減
（
0
・
2
％
減
）
の
34

兆
3
6
9
8
億
円
と
な
り
、
縮
減

し
て
い
る
。
な
お
、
公
債
依
存
度

は
35
・
3
％
（
前
年
度
比
0
・
3

ポ
イ
ン
ト
減
）
と
な
っ
た
。

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計

に
は
、
2
兆
6
8
9
6
億
円
（
前

年
度
比
17
・
2
％
減
）
を
計
上
。

う
ち
復
興
庁
予
算
は
、
1
兆
8
1

5
3
億
円
（
同
24
・
5
％
減
）
と

な
り
、
①
被
災
者
支
援
1
1
2
4

億
円
（
同
0
・
2
％
減
）
②
住
宅

再
建
・
復
興
ま
ち
づ
く
り
7
6
9

8
億
円
（
同
32
・
0
％
減
）
③
産

業
・
生
業
の
再
生
1
0
5
2
億
円

（
同
22
・
8
％
減
）
④
原
子
力
災

害
か
ら
の
復
興
・
再
生
8
2
0
9

億
円
（
同
19
・
3
％
減
）
―
な
ど

の
事
業
を
行
う
。

①
で
は
、
新
規
事
業
と
し
て
、

被
災
地
域
に
お
け
る
地
域
医
療
の

再
生
支
援
を
行
う
。

②
は
、
大
幅
減
と
な
っ
た
が
、

復
興
関
係
公
共
事
業
に
つ
い
て
、

28
年
度
と
ほ
ぼ
同
額
で
推
進
す
る
。

③
も
減
額
だ
が
、
▽
農
林
水
産

業
へ
の
支
援
▽
観
光
復
興
▽
原
子

力
被
災
事
業
者
等
支
援
―
予
算
は

増
額
し
た
。
ま
た
、
被
災
地
の
人

材
確
保
事
業
を
新
た
に
行
う
。

④
も
減
額
だ
が
、
福
島
生
活
環

境
整
備
・
帰
還
再
生
加
速
事
業
予

算
は
増
額
。
新
規
事
業
と
し
て
、

復
興
拠
点
内
環
境
回
復
事
業（
仮

称
）を
行
う
。

2288
年年
度度
第第
33
次次
補補
正正

予予
算算
がが
閣閣
議議
決決
定定

政
府
は
28
年
12
月
22
日
、
繰
上

げ
閣
議
で
28
年
度
第
3
次
補
正
予

算
案
を
決
定
し
た
。

歳
出
は
①
災
害
対
策
費
1
9
5

5
億
円
②
国
際
分
担
金
及
び
拠
出

金
等
1
6
8
5
億
円
③
自
衛
隊
の

安
定
的
な
運
用
態
勢
の
確
保
等
1

7
0
6
億
円
④
そ
の
他
の
経
費
8

7
9
億
円
―
の
合
計
6
2
2
5
億

円
が
追
加
と
な
る
。
①
で
は
、
▽

28
年
8
月
末
の
北
海
道
・
東
北
の

豪
雨
・
台
風
災
害
等
に
対
す
る
災

害
復
旧
や
農
業
支
援
等
▽
熊
本
地

震
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
対
す
る

災
害
廃
棄
物
の
処
理
費
用
の
不
足

分
等
の
追
加
―
な
ど
を
行
う
。
財

源
は
、
国
債
費
な
ど
既
定
経
費
の

減
額
4
1
6
4
億
円
、公
債
金（
建

設
公
債
）
1
0
1
4
億
円
、
税
外

収
入
1
0
4
7
億
円
な
ど
。

ま
た
、
税
収
が
当
初
見
込
み
よ

り
1
兆
7
4
4
0
億
円
減
額
と
な

っ
た
た
め
、
公
債
金（
特
例
公
債
）

1
兆
7
5
1
2
億
円
で
補
う
。

こ
れ
ら
の
結
果
、
第
3
次
補
正

予
算
案
は
歳
入
・
歳
出
合
計
2
1

3
3
億
円
と
な
っ
た
。
補
正
予
算

案
が
成
立
す
る
と
、
28
年
度
一
般

会
計
予
算
の
総
額
は
1
0
0
兆
2

2
2
0
億
円
と
な
る
。

29年度

税
制
改
正
大
綱
が
閣
議
決
定

第2000号 平成29年1月15日 （4）全 国 市 議 会 旬 報
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29
年
度
地
方
財
政
対
策
は
、
28

年
12
月
19
日
の
高
市
早
苗
・
総
務

大
臣
と
麻
生
太
郎
・
財
務
大
臣
の

折
衝
を
経
て
、
同
22
日
、
29
年
度

予
算
案
の
閣
議
決
定
に
よ
り
、
決

定
し
た
。

一
般
財
源
総
額
は
、
28
年
度
よ

り
4
0
1
1
億
円
増
（
0
・
7
％

増
）
の
62
兆
8
0
3
億
円
を
確
保

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
一
般
財
源

総
額
に
つ
い
て
、
30
年
度
ま
で
27

年
度
と
実
質
的
に
同
水
準
を
確
保

す
る
と
し
た
「
経
済
財
政
運
営
と

改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
5
」（
27

年
6
月
閣
議
決
定
）
に
沿
っ
た
結

果
と
な
っ
た
。

地
方
税
は
、
39
兆
6
6
3
億
円

と
、
28
年
度
よ
り
3
6
4
1
億
円

（
0
・
9
％
）
の
増
収
を
見
込
む
。

地
方
交
付
税
は
、
28
年
度
よ
り

3
7
0
5
億
円
減（
2
・
2
％
減
）

の
16
兆
3
2
9
8
億
円
と
し
た
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
28
年
度
よ

り
2
5
7
2
億
円
増
（
6
・
8
％

増
）
の
4
兆
4
5
2
億
円
と
な
る
。

8
月
末
の
概
算
要
求
時
点
で
は
、

28
年
度
と
比
べ
、
交
付
税
を
7
4

1
4
億
円
減
（
4
・
4
％
減
）
、

臨
財
債
を
9
2
8
4
億
円
増
（
24

・
5
％
増
）
と
し
て
い
た
が
、
交

付
税
の
減
、
臨
財
債
の
増
を
可
能

な
限
り
抑
制
し
た
と
し
て
い
る
。

29
年
度
か
ら
、
公
共
施
設
等
適

正
管
理
推
進
事
業
費
（
仮
称
）
を

3
5
0
0
億
円
計
上
し
た
。
こ
れ

は
、
公
共
施
設
の
集
約
化
・
複
合

化
、
老
朽
化
対
策
な
ど
の
推
進
、

適
正
配
置
を
図
る
現
行
の
公
共
施

設
等
最
適
化
事
業
費
（
28
年
度
2

0
0
0
億
円
）
に
、
長
寿
命
化
対

策
、
熊
本
地
震
の
被
害
状
況
を
踏

ま
え
た
庁
舎
機
能
の
確
保
（
市
町

村
役
場
機
能
緊
急
保
全
）
の
追
加

な
ど
内
容
を
拡
充
し
、
新
た
に
計

上
し
た
も
の
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事

業
費
は
、
引
き
続
き
1
兆
円
を
確

保
し
た
。

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
費
は
、

対
象
事
業
を
拡
充
し
た
上
で
、
復

興
・
創
生
期
間
の
32
年
度
ま
で
延

長
と
な
り
、
28
年
度
と
同
額
の
5

0
0
0
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

歳
出
特
別
枠
（
地
域
経
済
基
盤

強
化
・
雇
用
等
対
策
費
）
は
、
1

9
5
0
億
円
（
28
年
度
4
4
5
0

0
億
円
）
を
確
保
。
公
共
施
設
等

の
適
正
管
理
や
一
億
総
活
躍
社
会

関
連
施
策
（
保
育
士
・
介
護
人
材

等
の
処
遇
改
善
）
に
必
要
な
経
費

を
確
保
（
2
5
0
0
億
円
）
し
た

上
で
、
同
額
を
減
額
し
て
い
る
た

め
、
28
年
度
と
同
水
準
の
歳
出
規

模
を
確
保
し
た
と
し
て
い
る
。

以
上
の
地
方
財
政
対
策
な
ど
に

よ
り
、
通
常
収
支
分
の
地
方
財
政

計
画
の
規
模
は
、
86
兆
6
1
0
0

億
円
程
度
と
、
28
年
度
よ
り
8
5

0
0
億
円
程
度
増
（
1
・
0
％
程

度
増
）
と
な
る
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
分
は
、

復
旧
・
復
興
事
業
等
に
つ
い
て
、

所
要
の
事
業
費
、
財
源
を
確
実
に

確
保
し
た
と
し
、
震
災
復
興
特
別

交
付
税
を
28
年
度
よ
り
2
9
9
億

円
減
（
6
・
2
％
減
）
の
4
5
0

3
億
円
計
上
し
て
い
る
。

な
お
、
地
方
六
団
体
は
12
月
22

日
、
「
平
成
29
年
度
地
方
財
政
対

策
等
に
つ
い
て
共
同
声
明
」
（
左

上
掲
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も

掲
載
）
を
発
表
し
て
い
る
。

本日、平成29年度予算案が閣議決定され、地方財政対策が決定
した。
前年度からの繰越金がないなど近年にない非常に厳しい状況の

中で、臨時財政対策債が増加した点は残念であるが、概算要求時
点で見込まれた地方交付税の減と臨時財政対策債の増を、国にお
いて可能な手段を最大限活用して抑制しながら、地方の一般財源
総額について、前年度を0.4兆円上回る62.1兆円が確保されたこと
は評価できる。
ただし、今後も既往の臨時財政対策債の元利償還分が累積して

いくことが見込まれることから、地方交付税法の本来の姿に立ち
戻り、地方交付税の法定率を引き上げるなど、特例措置に依存し
ない持続可能な制度の確立を目指していただきたい。

また、地方創生の実現に向け、「まち・ひと・しごと創生事業
費」を引き続き1兆円確保するとともに、地方創生推進交付金に
ついて対前年度と同額の1,000億円を確保した上で運用の弾力化
を図ったことは、地方の本格的な事業展開を可能とするものであ
り評価する。さらに、国民の命を守る防災・減災対策の推進につ
いて、緊急防災・減災事業費の対象事業を拡充し、平成32年度ま
で4年間延長したことなどは、地方の強い要望を反映したもので
あり評価する。

このほか、子どもの医療費助成に係る国民健康保険の国庫負担
減額調整措置について一部改善されたことに加え、国民健康保険
の都道府県単位化の前提として約束された財政支援の拡充につい
て、平成29年度の実施が一部先送りされたが、平成32年度までに
不足分を確保すること及び平成30年度以降の毎年約1,700億円の
保険者努力支援制度等実施のための財政支援が政府から確約され、
国民健康保険制度改革の実現に一定の道筋をつけたことは評価で
きる。
なお、平成31年10月以降も、消費税率引上げ等の状況に関わら
ず、1,700億円の財政支援を確実に実施することは当然であるが、
今後も社会保障関係費の増嵩は避けられないことから、消費税・
地方消費税率10％への引上げを確実に行う必要がある。
また、子どもの医療費助成に係る国庫負担減額調整措置につい

ては、今後、全面的な廃止を求める。

地方の未来を切り拓いていくことなくして、日本の未来はない。
一億総活躍社会の未来を見据え、日本再生のために国と一体とな
って地域経済の活性化及び地方創生に全力を挙げて取り組む所存
であり、今後とも地方税財源の充実確保が図られることを求める。

平成28年12月22日
地方六団体
全 国 知 事 会 会 長 山田 啓二
全国都道府県議会議長会会長 野川 政文
全 国 市 長 会 会 長 代 理 松浦 正人
全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 岡下 勝彦
全 国 町 村 会 会 長 藤原 忠彦
全国町村議会議長会会長 飯田 德昭

▼
議
長

▽
南
ア
ル
プ
ス西

野
浩
蔵（
11
・
29
）

▽
伊
佐

左
近
充
諭（
12
・
1
）

▼
副
議
長

▽
七
尾

久
保
吉
彦（
11
・
7
）

▽
宇
土

樫
﨑
政
治（
11
・
11
）

▽
南
ア
ル
プ
ス飯

野

久（
11
・
29
）

▽
伊
佐

沖
田
義
一（
12
・
1
）

▽
東
金

宮
山

博（
12
・
15
）

議議
会会
人人
事事

29
年
度
地
方
財
政
対
策

―
一
般
財
源
総
額
は
62
・
1
兆
円
―

平成29年度地方財政対策等についての共同声明

（5） 平成29年1月15日 第2000号全 国 市 議 会 旬 報
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29
年
度
地
方
債
計
画

総
務
省
は
28
年
12
月
22
日
、「
平

成
29
年
度
地
方
債
計
画
」
を
公
表

し
た
。

29
年
度
通
常
収
支
分
は
、
11
兆

6
2
5
7
億
円
（
前
年
度
比
3
・

7
％
増
）
。
う
ち
普
通
会
計
分
は

9
兆
1
9
0
7
億
円
（
同
3
・
7

％
増
）
。
28
年
8
月
末
の
概
算
要

求
時
に
、
通
常
収
支
分
は
、
前
年

度
比
8
・
3
％
増
、
普
通
会
計
分

は
10
・
5
％
増
を
見
込
ん
で
い
た

の
で
、
抑
制
し
た
こ
と
に
な
る
。

公
営
企
業
会
計
等
分
は
2
兆
4
3

5
0
億
円
（
同
3
・
7
％
増
）
と

し
た
。
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
4

兆
4
5
2
億
円（
同
6
・
8
％
増
）

を
計
上
し
た
。

通
常
収
支
分
で
は
、
現
行
の
公

共
施
設
最
適
化
事
業
並
び
に
転
用

及
び
除
却
に
係
る
事
業
に
、
▽
長

寿
命
化
▽
立
地
適
正
化
▽
災
害
時

の
役
場
の
中
枢
機
能
の
確
保
―
に

係
る
事
業
を
加
え
、
新
た
に
公
共

施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
と
し

て
、
3
1
5
0
億
円
を
計
上
し
て

い
る
。
ま
た
、
緊
急
防
災
・
減
災

事
業
は
、
概
算
要
求
時
で
は
、「
予

算
編
成
過
程
で
必
要
な
検
討
を
行

う
」
と
し
て
い
た
が
、
対
象
事
業

を
拡
充
し
た
上
で
、
復
興
・
創
生

期
間
の
32
年
度
ま
で
延
長
と
な
り
、

28
年
度
と
同
額
の
5
0
0
0
億
円

を
計
上
し
て
い
る
。
そ
の
他
、
過

疎
対
策
事
業
の
推
進
、
地
方
公
営

企
業
に
よ
る
生
活
関
連
社
会
資
本

整
備
の
推
進
、
公
営
企
業
会
計
適

用
の
推
進
の
た
め
、
所
要
額
を
計

上
し
て
い
る
。
地
方
債
資
金
の
確

保
の
た
め
、
28
年
度
と
同
程
度
の

公
的
資
金
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、

民
間
等
資
金
に
つ
い
て
は
、
そ
の

円
滑
な
調
達
を
図
る
た
め
、
市
場

公
募
地
方
債
の
発
行
を
引
き
続
き

推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
分
は
、
概
算
要

求
時
で
は
、
「
別
途
策
定
す
る
」

と
し
て
い
た
が
、
復
旧
・
復
興
事

業
と
し
て
総
額
1
8
8
億
円
（
同

50
・
5
％
減
）
を
計
上
し
た
。
所

要
額
に
つ
い
て
は
全
額
を
公
的
資

金
で
確
保
す
る
と
し
て
い
る
。

政
府
は
28
年
12
月
22
日
、
繰
上

げ
閣
議
で
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
総
合
戦
略
（
2
0
1
6
改

訂
版
）
」
を
決
定
し
た
。

改
訂
版
は
、
27
年
12
月
に
閣
議

決
定
し
た
総
合
戦
略
（
本
紙
1
9

6
3
・
4
号
7
面
参
照
）
に
、
28

年
6
月
に
閣
議
決
定
し
た
基
本
方

針
2
0
1
6
（
本
紙
1
9
8
0
号

3
面
参
照
）
な
ど
を
盛
り
込
み
、

変
更
し
て
い
る
（
総
合
戦
略
、
基

本
方
針
、改
訂
版
は
、ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
本
部
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ（h
ttp://w

w
w
.k
an
tei.g

o

.jp/jp/sin
g
i/sou

sei/in
fo/

）

参
照
）
。
従
来
と
同
様
に
①
基
本

的
な
考
え
方
②
政
策
の
企
画
・
実

行
に
当
た
っ
て
の
基
本
方
針
③
今

後
の
施
策
の
方
向
④
地
方
創
生
に

向
け
た
多
様
な
支
援
―「
地
方
創
生

版
・
三
本
の
矢
」―
を
大
き
な
柱
と

し
て
構
成
し
て
い
る
。
①
〜
③
の

主
な
変
更
点
を
以
下
に
記
す
。

①
で
は
、
「
『
戦
略
策
定
』
か

ら
『
事
業
推
進
』
の
段
階
へ
」
を

「
本
格
的
な
『
事
業
展
開
』
の
段

階
へ
」
と
し
、
29
年
度
は
「
総
合

戦
略
」
の
中
間
年
で
あ
り
、
基
本

目
標
や
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
見
直
し
を
行
い
、

よ
り
効
果
的
な
対
応
を
検
討
す
る

と
し
て
い
る
。

②
で
は
、
「
産
官
学
金
労
言
」

を
「
産
官
学
金
労
言
士
」
と
し
、

「
士
」
を
加
え
て
い
る
。

③
で
は
、
「
『
地
方
創
生
の
深

化
』
を
目
指
す
」
を
「
『
地
方
創

生
の
更
な
る
深
化
』
の
た
め
に
」

と
し
、
地
方
の
「
平
均
所
得
の
向

上
」
を
実
現
す
る
た
め
、
地
方
が

持
つ
魅
力
や
資
源
を
最
大
限
活
用

し
た
「
し
ご
と
」
の
創
出
な
ど
を

図
る
と
し
た
。
ま
た
、
▽
地
域
特

性
に
応
じ
た
政
策
メ
ニ
ュ
ー
の
充

実
・
強
化
▽
地
方
生
活
の
魅
力
の

見
直
し
・
歴
史
の
発
掘
・
文
化
の

振
興
―
の
項
目
を
追
加
し
、
前
者

で
は
、
人
口
の
ダ
ム
機
能
の
発
揮

に
向
け
た
取
組
の
強
化
、
持
続
的

な
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
な
ど
が

望
ま
れ
る
と
し
て
い
る
。
さ
ら
に

は
、「
地
方
創
生
版
・
三
本
の
矢
」

の
項
に
お
い
て
、
従
来
で
は
、
情

報
・
人
材
・
財
政
の
三
本
の
矢
で

支
援
す
る
と
し
て
い
た
が
、
地
方

の
「
自
助
の
精
神
」
が
重
要
で
あ

り
、
「
意
欲
と
熱
意
の
あ
る
地
域

の
取
組
」
を
支
援
す
る
旨
の
記
述

を
追
加
し
て
い
る
。

ま
た
、
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
▽

地
方
創
生
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の

推
進
▽
健
康
寿
命
を
の
ば
し
生
涯

現
役
で
過
ご
せ
る
ま
ち
づ
く
り
の

推
進
▽
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を

削
減
す
る
地
域
づ
く
り
―
の
項
目

を
追
加
し
た
ほ
か
、
施
策
の
追
加

・
変
更
を
行
っ
て
い
る
。

総
務
省
は
29
年
1
月
1
日
、「
平

成
29
年
中
に
お
け
る
地
方
公
共
団

体
の
議
会
の
議
員
及
び
長
の
任
期

満
了
に
関
す
る
調
」
（
28
年
11
月

1
日
現
在
）
を
公
表
し
た
。

調
査
で
は
、
都
道
府
県
・
市
区

・
町
村
の
区
分
別
の
議
員
・
長
別

の
任
期
満
了
団
体
数
・
割
合
、
都

道
府
県
別
・
月
別
に
集
計
し
た
表
、

任
期
満
了
団
体
名
と
任
期
満
了
日

な
ど
を
取
り
ま
と
め
た
。
結
果
に

つ
い
て
は
、
同
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（h
ttp
:
//w
w
w
.so
u
m
u

.g
o
.jp
/se
n
k
y
o
/se
n
k
y
o

_
s/d
a
ta
/n
in
k
i/n
in
k
i_
h

28
_
0
0
0
0
1
.h
tm
l

）に
掲
載
し

て
い
る
。

調
査
に
よ
る
と
、
29
年
中
に
議

員
が
任
期
満
了
と
な
る
市
区
議
会

は
、
全
8
1
4
市
区
議
会
の
う
ち

1
6
1
市
区
議
会
（
19
・
8
％
）
。

全
国
の
2
割
弱
で
は
あ
る
が
、
任

期
が
満
了
す
る
市
区
議
会
が
な
い

都
道
府
県
は
47
団
体
中
、
青
森
県
、

福
島
県
、
高
知
県
の
3
県
の
み
。

44
都
道
府
県
下
で
い
ず
れ
か
の
市

区
議
会
が
任
期
満
了
を
迎
え
る
。

最
多
は
静
岡
県
、
兵
庫
県
、
岡
山

県
で
8
市
議
会
。

月
別
で
は
、
4
月
が
38
市
議
会

と
最
多
で
、
最
少
が
1
月
の
3
市

議
会
。

市
区
議
会
以
外
を
見
る
と
、
市

区
長
は
2
4
3
市
区（
29
・
9
％
）。

都
道
府
県
は
知
事
が
9
県
（
19
・

1
％
）、
議
会
が
東
京
都
の
み（
2

・
1
％
）
。
町
村
は
9
2
7
団
体

中
、
長
が
2
4
8
町
村
（
26
・
8

％
）
、
議
会
が
1
6
5
町
村
（
17

・
8
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
過
去
の
同
調
査
を
参
考

に
8
1
2
市
区
議
会
（
市
制
施
行

し
た
市
が
1
市
、
調
査
前
に
解
散

し
た
市
議
会
が
1
市
あ
っ
た
た
め
、

8
1
2
市
区
を
対
象
）
を
26
年
か

ら
29
年
の
4
年
単
位
で
見
る
と
、

26
年
1
5
1
市
議
会（
18
・
6
％
）、

27
年
4
2
8
市
区
議
会
（
52
・
7

％
）
、
28
年
73
市
区
議
会
（
9
・

0
％
）
と
な
り
、
29
年
は
、
統
一

地
方
選
挙
の
あ
っ
た
27
年
に
次
い

で
多
い
こ
と
に
な
る
。

1月15日現在の市区数
指定都市 20市
中核市 48市
施行時特例市 36市
一般市 687市
特別区 23区
計 814

総務省

議
会
議
員
と
長
の
任
期
満
了
を
調
査

総
合
戦
略
改
訂
版
が
閣
議
決
定
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